
【目標・ﾃｰﾏ】

①暴力の発生を防ぐ環境づくり ( 11) ( 113,920)
②女性に対する暴力への厳正な対処 ( 6) ( 0)
③被害女性に対する保護等の充実 ( 14) ( 25,577)

①メディアにおける人権尊重の自主的取組 ( 2) ( 880)
②公的広報等の男女共同参画の視点に立った表現の促進 ( 1) ( 0)

①生涯を通じた女性の健康支援 ( 3) ( 165,386)
②健康をおびやかす問題についての対策の推進 ( 3) ( 4,724)

①貧困等の生活上の困難に直面する女性等への支援 ( 1) ( 19,286)
②高齢者、障がい者、外国人等が安心して暮らせる環境づくり ( 4) ( 18,007)

①多様な媒体を活用した広報啓発活動の推進 ( 6) ( 88,252)
②男女共同参画に関する学習機会の提供 ( 9) ( 7,944)

①学校教育における男女平等教育の推進 ( 1) ( 3,750)
②家庭・地域における男女平等意識の啓発 ( 5) ( 700)

①行政における女性の参画拡大 ( 1) ( 0)
②民間部門における女性の参画拡大 ( 2) ( 0)

①女性の学習活動等の支援 ( 7) ( 1,300)
②交流・ネットワーク化への支援 ( 6) ( 0)

①防災・減災対策における平常時からの男女共同参画の推進 ( 3) ( 22,313)
②地域づくり・環境その他の分野における男女共同参画の推進 ( 1) ( 5,951)
③科学技術・学術分野における男女共同参画の推進 ( 3) ( 0)
④地域における国際交流・協力の促進 ( 6) ( 38,867)

①仕事と家庭の両立支援 ( 5) ( 15,992)
②ワーク・ライフ・バランスの推進による働き方の見直し ( 5) ( 7,771)
③男女が共に参画する地域づくり ( 7) ( 7,451)

①育児を支援する環境の整備 ( 12) ( 5,843,302)
②就業継続・再就職の支援 ( 2) ( 0)
③ひとり親家庭等の生活安定の確保 ( 10) ( 1,821,509)

①高齢者や障がい者等の社会参画の促進 ( 20) ( 303,396)
②高齢者や障がい者を支える地域ケアシステムの構築 ( 30) ( 2,500,571)

①雇用の分野における男女均等な機会や待遇の確保の推進 ( 2) ( 79,157)
②積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の導入促進 ( 2) ( 0)
③ハラスメント防止対策の促進 ( 1) ( 0)

①企業等における女性活躍推進に向けた取組の促進 ( 2) ( 4,805)
②男性の意識と職場風土の改革 ( 2) ( 0)
③両立支援も含めた多様な働き方への条件整備 ( 4) ( 357,149)
④起業等の女性のチャレンジ支援 ( 3) ( 959,725)
⑤情報の収集、提供及び啓発活動 ( 2) ( 0)

①方針決定の場等への女性の積極的登用 ( 3) ( 0)
②女性の経営参画の促進 ( 1) ( 0)
③女性が活動しやすい環境づくり ( 3) ( 6,982)

＊予算額は平成30年度当初予算計上後の金額｡

＊再掲の事業については、事項数はカウントしているが、予算額は重複計上を避けるために除いている｡

○推進体制 １ 男女共同参画推進条例の適切な施行
男女共同参画推進本部の下に女性活躍推進部会を設置

２ 市町、関係機関、民間団体との連携強化
えひめ女性活躍推進協議会や愛媛労働局、大学等との連携

(2)職業生活における女性の活躍推進

３ 拠点施設の充実、機能強化
地域の女性人材育成、防災力の推進拠点としての機能強化

(3)農林水産業における男女共同参画の促進

＜愛媛県男女共同参画計画体系表＞

0

【主要課題】

(3)高齢者や障がい者等が共に輝いて暮らせる条件整備

(2)男女共同参画の視点に立った教育の推進

【重点目標・施策の方向】

0

0

0

４ 計画の進行管理、公表
ＰＤＣＡサイクルによる女性活躍の着実な推進
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(2)安心して子どもを育てられる環境整備

(1)男女共同参画の視点に立った意識改革と実践

(1)男女が共に参画する家庭・地域づくり
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(1)女性に対する暴力の根絶

(3)生涯を通じた女性の健康支援

(1)男女均等な雇用環境の整備

(2)メディアにおける男女の人権の尊重

(3)防災・減災対策及び地域活性化に向けた男女共同参画の推進

(2)女性の能力開発（エンパワーメント）等の支援

(1)積極的改善措置（ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ･ｱｸｼｮﾝ）の導入による女性の参画拡大 3
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1,300

推進体制の充実

6,982

事項数

217

31

12,424,667

予算額(千円)

平成30年度
(当初予算計上後）

平成30年度　県の男女共同参画関連施策概要

○施策の大綱
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67,131
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7,664,811

2,803,967
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(4)貧困、高齢、障がい等により困難を抱えた女性等への支援

79,157

1,321,679

3

1
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5 37,293



○施策の大綱
１　男女の人権の尊重
　(１)　女性に対する暴力の根絶

 　　①　暴力の発生を防ぐ環境づくり 単位：千円

実施期間

H14年度～

S62年度～

H14年度～

H14年度～H32年度

H30年度～ (0) (7,011)

H22年度～ (736) (736)

H11年度～ (702) (703)

H17年度～ (250) (241)

H17年度～ (251) (251)

S39年度～

H13年度～
113,920

　　 ②　女性に対する暴力への厳正な対処

実施期間

H14年度～

男女共同参画理解促進
事業費と男女共同参画
社会づくり推進県民会
議開催費を統合

男女共同参画社会
づくり推進事業費

男女共同参画社会づくりを強力に推進するため、県民総ぐるみ運
動展開のシンボルとして県民大会を開催するとともに、地域におけ
る男女共同参画推進を支援するための行政・地域リーダー等の
ミーティングの実施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会
等への支援を行う。

平成30年度　県の男女共同参画関連施策一覧

高齢者虐待対応職
員養成講座事業（明
るい長寿社会づくり
推進事業費）

高齢者虐待防止の取り組みを推進するため、県内の各市町で中
心的な役割を担う人材を養成する。

<503>

長寿介護課

全ての県民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相
互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現及び障が
い者の権利や尊厳を著しく侵害する障がい者虐待の防止に向け
て、関係機関の協力体制の拡充を図るとともに、対応窓口職員等
の資質向上や差別事案への広域専門相談・障がい者虐待の通報
受付等を行う障がい者権利擁護センターの運営等、障がい者差別
の解消・障がい者虐待の防止に向けた各種取組みを行う。

5,198 -1

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

高齢者虐待防止の取り組みを推進するため、県内関係機関による
連携会議を設置する。

障がい者権利擁護
対策支援事業費

障がい者相談支援
体制整備推進事業
費

障がい者に対する相談支援体制の拡充を図るため、県下の相談
支援体制の状況把握や支援方策・支援者育成等について協議を
行う障がい者自立支援協議会を開催するほか、権利擁護を含めて
幅広く障がい者の相談支援を行う相談支援専門員の資質向上事
業を行う。

高齢者虐待防止連
携会議の開催（地域
包括支援センター等
支援事業費）

2,421
障がい福祉課

<503>

500

2,419

警察本部

警察本部

担当課

男女参画・
県民協働課

県防犯協会補助金

事 業 の 概 要
事業名

警察安全相談員設
置費

男女共同参画推進
条例施行費

男女共同参画推進条例を適正に運営するため、男女共同参画会
議及び苦情処理機関を運営するほか、年次報告書を作成する。ま
た、市町男女共同参画担当者会議を開催する。

ＤＶ防止対策推進会議及びＤＶ防止対策連絡会を開催するほか、
ＤＶ防止啓発資料の作成、ＤＶの未然防止に向けた学生や教職員
等を対象とする講座・研修を開催する。

DV防止対策推進事
業費

県民総ぐるみによる地域安全活動を推進するとともに、防犯対策の
調査研究、防犯活動の啓発宣伝、防犯施設の拡充整備の推進な
ど地区防犯活動の育成指導を図る。

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

<1,941>

新　規

587

21,436

-903

2

0

-15

男女参画・
県民協働課

63,654

1,941

男女参画・
県民協働課

21,418

長寿介護課

男女参画・
県民協働課

1,340

障がい福祉課
5,199

0

2,371

0

1,941

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

センター館長の常勤化
【（仮称）えひめ性暴力
被害者支援センター所
長兼務】に伴う人件費の
増

61,283

1,340

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

事業名

DV防止対策推進事
業費

男女共同参画セン
ター管理委託費

事 業 の 概 要 担当課

ＤＶ防止対策推進会議及びＤＶ防止対策連絡会を開催するほか、
ＤＶ防止啓発資料の作成、ＤＶの未然防止に向けた学生や教職員
等を対象とする講座・研修を開催する。

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

「県男女共同参画センター」は、女性の社会参加促進、能力開発、
各種相談等の事業を通じて男女共同参画の推進を図るとともに、
配偶者暴力相談支援センターとして、DV被害者への支援等を
行っているが、その円滑な管理運営のため、指定管理者に支払う
経費である。

0

県下の不安や苦情に対する相談窓口として警察安全相談員を設
置し、相談者に対する防犯指導、相手方に対する指導・警告等を
実施することにより、事件事故の未然防止、県民の不安解消等を
図る。

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金      

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金      

男女参画・
県民協働課

2,955 2,052

<1,941>

性暴力被害者支援
センター設置事業費

性暴力被害者の尊厳を守り、心身に受けた被害の軽減、当該影響
からの早期回復に資するため、被害者に対する専門の相談窓口
機能を持つワンストップ支援センターを設置し、24時間体制（夜間
はコールセンター対応）で被害者の相談に応じるとともに、関係機
関との情報交換等を行う連携機関会議を開催する。

男女参画・
県民協働課

0 14,806

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

587 0

18

485



実施期間

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

事業名
事 業 の 概 要 担当課 増 減 額

30 年 度 -29 年 度

H30年度～ (0) (7,011)

H22年度～ (736) (736)

H11年度～ (702) (703)

H17年度～ (250) (241)

H17年度～ (251) (251)
0

 　　③　被害女性に対する保護等の充実

実施期間

H14年度～

S62年度～

H30年度～ (0) (7,011)

H15年度～ (796) (796)

S32年度～ (4,310) (4,459)

S32年度～ (2,009) (2,685)

S59年度～ (271) (276)

H14年度～ (1,300) (1,412)

<503>

男女共同参画セン
ター管理委託費

人権啓発センター運
営事業費

<500>

2<2,419>

0

-1

<2,421>
障がい福祉課

担当課

子育て支援課

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

<5,199> <5,198>

障がい者相談支援
体制整備推進事業
費

DV防止対策推進事
業費

<503>

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

高齢者虐待対応職
員養成講座事業（明
るい長寿社会づくり
推進事業費）

婦人相談員設置費
要保護女子の早期発見に努め、本人や家庭環境等に関する種々
の問題について相談に応じるため、県下３か所（婦人相談所、東
予・南予地方局地域福祉課）に婦人相談員各１人を設置し、その
転落防止と保護更生を図る。ＤＶ被害者の相談に応じる。

福祉総合支援セン
ター等運営費
(婦人相談所分）

男女参画・
県民協働課

子育て支援課

女性ダイヤル相談事
業費

ＤＶ防止相談支援体
制強化事業費

人権対策課

性暴力被害者支援
センター設置事業費

性暴力被害者の尊厳を守り、心身に受けた被害の軽減、当該影響
からの早期回復に資するため、被害者に対する専門の相談窓口
機能を持つワンストップ支援センターを設置し、24時間体制（夜間
はコールセンター対応）で被害者の相談に応じるとともに、関係機
関との情報交換等を行う連携機関会議を開催する。

男女参画・
県民協働課

「県男女共同参画センター」は、女性の社会参加促進、能力開発、
各種相談等の事業を通じて男女共同参画の推進を図るとともに、
配偶者暴力相談支援センターとして、DV被害者への支援等を
行っているが、その円滑な管理運営のため、指定管理者に支払う
経費である。

夜間及び週末における相談体制を整備し、悩みを持つ女性に対
する適切な指導助言を行うことにより、安定した生活の確保及び転
落防止を図るなど女性の福祉向上を推進する。ＤＶ被害者の相談
に応じる。

長寿介護課

高齢者虐待防止連
携会議の開催（地域
包括支援センター等
支援事業費）

事業名

高齢者虐待防止の取り組みを推進するため、県内関係機関による
連携会議を設置する。

全ての県民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相
互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現及び障が
い者の権利や尊厳を著しく侵害する障がい者虐待の防止に向け
て、関係機関の協力体制の拡充を図るとともに、対応窓口職員等
の資質向上や差別事案への広域専門相談・障がい者虐待の通報
受付等を行う障がい者権利擁護センターの運営等、障がい者差別
の解消・障がい者虐待の防止に向けた各種取組みを行う。

障がい者に対する相談支援体制の拡充を図るため、県下の相談
支援体制の状況把握や支援方策・支援者育成等について協議を
行う障がい者自立支援協議会を開催するほか、権利擁護を含めて
幅広く障がい者の相談支援を行う相談支援専門員の資質向上事
業を行う。

男女参画・
県民協働課

事 業 の 概 要

障がい者権利擁護
対策支援事業費

ＤＶ防止対策推進会議及びＤＶ防止対策連絡会を開催するほか、
ＤＶ防止啓発資料の作成、ＤＶの未然防止に向けた学生や教職員
等を対象とする講座・研修を開催する。

要保護女子の早期発見、転落防止及び保護更生を円滑に推進す
るため、婦人相談所を設置運営し、相談・調査・判定を行うととも
に、入所者には、生活指導、職業指導等を実施する。配偶者暴力
相談支援センターとしてＤＶ被害者の救済や自立支援を行うほか、
一時保護を行う。

高齢者虐待防止の取り組みを推進するため、県内の各市町で中
心的な役割を担う人材を養成する。

長寿介護課

子育て支援課

人権啓発センターに人権啓発指導員１名を配置して、相談に応じ
るとともに、行政職員・教職員等を対象とした啓発講座を開催し、
県民の理解と認識を深める機会を提供する。
さらに、企業等が実施する人権問題研修会に講師を紹介して啓発
の支援を行う。

障がい福祉課

8,686

-5
子育て支援課

<61,283>

4,149 0

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、配偶者
暴力相談支援センターである婦人相談所の相談・カウンセリング体
制の充実など機能強化、県内相談機関等職員の資質の向上を図
り、被害者の援護体制を整備する。

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

-15

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金      

新　規

3,724

1,049

婦人相談員の報酬単価
の増額改定

7622,962

2,371

1,044

0

1,295

センター館長の常勤化
【（仮称）えひめ性暴力
被害者支援センター所
長兼務】に伴う人件費の
増

348

新　規

<0> <14,806>

<485>

<14,806>

<1,941>

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

性暴力被害者支援
センター設置事業費

性暴力被害者の尊厳を守り、心身に受けた被害の軽減、当該影響
からの早期回復に資するため、被害者に対する専門の相談窓口
機能を持つワンストップ支援センターを設置し、24時間体制（夜間
はコールセンター対応）で被害者の相談に応じるとともに、関係機
関との情報交換等を行う連携機関会議を開催する。

男女参画・
県民協働課

5,090

9,034

4,149

<0>

<63,654>

<1,941>

6,385



実施期間

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

事業名
事 業 の 概 要 担当課 増 減 額

30 年 度 -29 年 度

H22年度～ (736) (736)

H11年度～ (702) (703)

H17年度～ (250) (241)

H17年度～ (251) (251)

H2年度～

H9年度～
25,577

　(２)　メディアにおける男女の人権の尊重

 　　①　メディアにおける人権尊重の自主的取組

実施期間

S62年度～

S42年度～
880

　　 ②　公的広報等の男女共同参画の視点に立った表現の促進

実施期間

H14年度～
0

　(３)　生涯を通じた女性の健康支援

 　　①　生涯を通じた女性の健康支援

実施期間

H11年度～ (644) (644)

H16年度～ (97,590) (75,491)

1,289

<370> <363>

障がい福祉課

女性自らが、心身両面の健康を管理、対処できるよう、女性特有の
健康問題に関する教室を開催するとともに、相談窓口を開設し、不
妊等の健康問題に関する情報提供と相談事業を実施する。

健康増進課

不妊治療助成事業
費

不妊治療者の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用さ
れず高額の医療費がかかる体外受精、顕微授精について治療に
要する費用の一部を助成する。

生涯を通じた女性の
健康支援事業費

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

<1,340>

-20

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

880

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

センター館長の常勤化
【（仮称）えひめ性暴力
被害者支援センター所
長兼務】に伴う人件費の
増

<503> 0

障がい福祉課

0

150,983

1,289

195,181 -44,198

高齢者虐待防止の取り組みを推進するため、県内関係機関による
連携会議を設置する。

高齢者虐待対応職
員養成講座事業（明
るい長寿社会づくり
推進事業費）

高齢者やその家族がかえる心配事や悩みを解消するため、各種
相談に応じている。

長寿介護課

長寿介護課

高齢者相談事業（明
るい長寿社会づくり
推進事業費）

高齢者虐待防止の取り組みを推進するため、県内の各市町で中
心的な役割を担う人材を養成する。

全ての県民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相
互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現及び障が
い者の権利や尊厳を著しく侵害する障がい者虐待の防止に向け
て、関係機関の協力体制の拡充を図るとともに、対応窓口職員等
の資質向上や差別事案への広域専門相談・障がい者虐待の通報
受付等を行う障がい者権利擁護センターの運営等、障がい者差別
の解消・障がい者虐待の防止に向けた各種取組みを行う。

障がい者に対する相談支援体制の拡充を図るため、県下の相談
支援体制の状況把握や支援方策・支援者育成等について協議を
行う障がい者自立支援協議会を開催するほか、権利擁護を含めて
幅広く障がい者の相談支援を行う相談支援専門員の資質向上事
業を行う。

犯罪被害者対策費

高齢者虐待防止連
携会議の開催（地域
包括支援センター等
支援事業費）

障がい者権利擁護
対策支援事業費

事業名
事 業 の 概 要

事業名

事業名

男女参画・
県民協働課

青少年保護育成等
対策事業費

男女共同参画セン
ター管理委託費

長寿介護課

障がい者相談支援
体制整備推進事業
費

男女共同参画推進
条例施行費

事 業 の 概 要

青少年にとって不健全な図書、ビデオ類等を規制し、青少年の保
護育成を図る。また、これに関連して、本、ビデオ店等への立入調
査を実施する。

警察本部

<503>

担当課

担当課

男女共同参画推進条例を適正に運営するため、男女共同参画会
議及び苦情処理機関を運営するほか、年次報告書を作成する。ま
た、市町男女共同参画担当者会議を開催する。

健康増進課

<1,340>
男女参画・
県民協働課

「県男女共同参画センター」は、女性の社会参加促進、能力開発、
各種相談等の事業を通じて男女共同参画の推進を図るとともに、
配偶者暴力相談支援センターとして、DV被害者への支援等を
行っているが、その円滑な管理運営のため、指定管理者に支払う
経費である。

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

犯罪によって被害を受けた者（遺族を含む）の精神的、経済的な負
担の軽減や安全確保のため、警察が被害者のニーズに対応する
各種施策を組織的・総合的に推進する。
　Ⅰ　被害者への情報提供及び精神的被害回復への支援
　Ⅱ　被害者の安全確保
　Ⅲ　被害者支援推進体制等の整備

担当課

事 業 の 概 要

900

男女参画・
県民協働課

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

<5,198>

2<2,419>

<5,199>

<2,421>

<500>

-1

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

不妊治療費助成金の見
込み減

<61,283>

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金      

<485> -15

2,371

-7

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

0

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金      

-3

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

1,241

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

<63,654>

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金      

1,244



実施期間

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

事業名
事 業 の 概 要 担当課 増 減 額

30 年 度 -29 年 度

H29年度～ (696) (1,018)
165,386

　　 ②　健康をおびやかす問題についての対策の推進

実施期間

H5年度～ (454) (454)

H5年度～ (50) (50)

S47年度～ (39)

H30年度～ (0) (1,858)
4,724

　(４)　貧困、高齢、障がい等により困難を抱えた女性等への支援

 　　①　貧困等の生活上の困難に直面する女性等への支援

実施期間

H9年度～ (19,280) (19,211)
19,286

　　 ②　高齢者、障がい者、外国人等が安心して暮らせる環境づくり

実施期間

S49年度～

H27年度～H29年度 (0)

H29年度

H30年度～H32年度

H10年度～

H28年度～H30年度
18,007

がん登録推進事業
（がん対策強化推進
費）

県民の保健、医療上の重要な課題となっているがんについて、保
健・医療情報を収集・分析し、がん対策を効果的に推進する。

1,951 1,951 0

7,043 廃　止

6,900 0

高齢者活用・現役世
代雇用サポート事業
費

（公社）愛媛県シルバー人材センター連合会が行う派遣事業に関
する経費の一部を助成する。

雇用対策室

障がい者マッチング
支援事業費

障がい者の職場見学、実習及び就労先受入企業の開拓、及び企
業への障がい者雇用に対する理解促進を図り、障がい者と企業と
のマッチングを支援する。

雇用対策室
事業は、障がい者活躍
支援事業費に引き継ぎ

愛媛県シルバー人
材センター連合会運
営費

1,132

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

シルバー人材センターの事業の充実・強化を図るため設置される
（公社）愛媛県シルバー人材センター連合会の運営に要する費用
の一部を助成する。

雇用対策室 6,900

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

障がい者・高年齢者
雇用推進事業費

障がい者・高年齢者の雇用の安定を図るため、県内の事業主をは
じめ広く県民全体に対し障がい者・高齢者の雇用気運の醸成に努
め、障がい者・高齢者の雇用・就業機会の確保の促進を図る。

雇用対策室 1,014 118

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金      

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

事業名
事 業 の 概 要 担当課

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

19,28619,355 -69

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金      

性感染症予防思想
普及事業費(特定感
染症検査等事業費)

人権啓発活動事業
（人権尊重の社会づ
くり推進事業費）

すべての人の人権が尊重される社会の実現を目指して、地域住民
が人権に対する正しい認識を深めるよう、人権啓発フェスティバ
ル、「差別をなくする強調月間（11月11日～12月10日）」中に開催
する「差別をなくする県民のつどい」などの啓発活動を行う。

人権対策課

0

事業名
事 業 の 概 要 担当課

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

性感染症の予防を図るため、専門医による講習会を開催し、性感
染症の正しい知識の普及・啓発を図る。

健康増進課

依存症対策地域連
携強化事業費

アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症について、県・医療機
関・民間団体が連携して対策に取り組み、依存症患者が安心して
暮らせるよう支援体制の強化を図る。

健康増進課

担当課

908

0 3,716

100 100

エイズ予防の普及啓
発(エイズ対策推進
費)

保健所の出前講座、エイズ予防週間の街頭キャンペーン等によ
り、エイズの正しい知識の普及啓発を行う。

健康増進課

健康増進課

事業名
事 業 の 概 要

0908

13,067 13,114 47

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金      

雇用対策室 1,893 廃　止

依存症対策地域連携強
化事業費へ引き継ぎ

障がい者マッチング支
援事業に代わるもの

障がい者活躍支援
事業費

障がい者の職場見学、実習及び就労先受入企業を開拓し、障が
い者と企業とのマッチングを支援するとともに、法定雇用率未達成
企業に対し現場見学会を企画し、雇用のきっかけ作りを行う。ま
た、障がいのある学生向けの合同就職説明会を開催し、職場実習
や就職に繋がる機会を提供し、学生の就業意欲の醸成を図る。

雇用対策室 0 8,024 新　規

障がい者就職応援
事業費

障がいのある学生向けの合同就職説明会を開催し、職場実習や
就職に繋がる機会を提供し、学生の就業意欲の醸成を図るととも
に、企業向けのハンドブックの作成・配布、及び障がい者雇用促進
セミナーの開催により、企業の障がい者雇用に対する一層の理解
促進を図る。

新　規

酒害相談指導事業
費（心と体の健康セ
ンター運営費）

アルコール関連問題に関する知識の普及やアルコール依存症者
等に対する相談指導及びボランティア団体の指導、育成を行う。

健康増進課
119

廃  止



２　男女共同参画の視点に立った意識の改革
　(１)　男女共同参画の視点に立った意識改革と実践

　　①　多様な媒体を活用した広報啓発活動の推進 単位：千円

実施期間

S46年度～

H3年度～

H14年度～H32年度

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)

H3年度～

H14年度～
88,252

　　②　男女共同参画に関する学習機会の提供

実施期間

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)

S62年度～

H３年度～

H４年度～

H15年度～

H18年度～

男女参画・
県民協働課

えひめ
女性財団

10,947

501

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

735

29 年 度
予 算 額

（国支出金）
担当課

男女共同参画理解促進
事業費と男女共同参画
社会づくり推進県民会
議開催費を統合

<2,955> <2,052> -903

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「えひ
め女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボ
ス」の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一
体的に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

10,446

男女参画・
県民協働課

501男女参画・
県民協働課

　男女参画・
県民協働課

0175175

-50

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

685

1,693

510

359

47,717

財団30周年記念事業費
の減

3,232

センター館長の常勤化
【（仮称）えひめ性暴力
被害者支援センター所
長兼務】に伴う人件費の
増

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

発行部数の減（△
11,550部）等

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

29,775

46,670

男女共同参画社会づくりを図るとともに、財団事業への県民の理解
と関心を深めるため、「えひめ女性財団だより（かがやき）」の発行と
ホームページにより各種情報を発信する。また、県内の各種女性
団体の情報を収集し、財団独自のネットワークの形成を図る。

男女共同参画セン
ター管理委託費

「県男女共同参画センター」は、女性の社会参加促進、能力開発、
各種相談等の事業を通じて男女共同参画の推進を図るとともに、
配偶者暴力相談支援センターとして、DV被害者への支援等を
行っているが、その円滑な管理運営のため、指定管理者に支払う
経費である。

事 業 の 概 要

女性団体、グループと一体となったフェスティバルを開催すること
により、男女共同参画社会に対する県民意識の高揚と気運の醸成
を図る。

えひめ男女共同参
画フェスティバル開
催事業

えひめ女性活躍加
速化事業費

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「えひ
め女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボ
ス」の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一
体的に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

男女共同参画社会づくりに関する講演会・勉強会等に講師を派遣
し、財団が実施する各種事業への理解促進を図る。

男女共同参画社会
づくり推進イベント企
画募集事業

えひめ
女性財団

えひめ
女性財団

えひめ
女性財団

えひめ
女性財団

男女共同参画社会を実現するための男性を対象としたセミナーを
市町と共催し、男女共同参画に対する男性の意識改革や男女共
同参画による家庭・地域づくりへの意識の醸成を図る。

男女共同参画社会
づくり推進県民大会
開催事業

男女共同参画社会の実現を図るため、県民意識の高揚や自発的
な活動を促進する県民総ぐるみの運動の一環として、愛媛県等と
共催で男女共同参画社会づくり推進県民大会を開催する。

県政広報番組放送
費

えひめ女性財団情
報発信事業

県政広報誌発行費

えひめ
女性財団

「愛媛県民だより　愛顔（えがお）のえひめ」及びメールマガジン
「Ehimail」の発行により、開かれた県政の一層の推進と、県民と県
政のコミュニケーションの充実や本県のイメージアップを図る。

えひめ女性活躍加
速化事業費

男女共同参画社会
づくり推進事業費

2,371<61,283>

男女共同参画をテーマに企画イベントを募集し、優秀企画は財団
が実施する「えひめ男女共同参画フェスティバル」の企画イベントと
して開催し、提案者自らが運営することにより、参画意識の向上や
人材育成・ネットワークづくり等を行う。

えひめ女性財団出
前講座開催事業

0

-1,539

359

0

260

男性のための共同
参画セミナー開催事
業

474

事業名

担当課

<63,654>

510

214

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

-16

-1,047

<10,947>

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

<10,446>

29,791

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

男女共同参画社会づくりを強力に推進するため、県民総ぐるみ運
動展開のシンボルとして県民大会を開催するとともに、地域におけ
る男女共同参画推進を支援するための行政・地域リーダー等の
ミーティングの実施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会
等への支援を行う。

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

広報広聴課
テレビ、ラジオを通じて県の主要施策や出来事などを広く県民に広
報する。
　　○テレビ広報番組　　○ラジオ広報番組

広報広聴課

事業名
事 業 の 概 要



実施期間

H22年度～

H15年度～ (796) (796)

H13年度～H31年度 (1,741) (1,741)
7,944

　(２)　男女共同参画の視点に立った教育の推進

　　①　学校教育における男女平等教育の推進

実施期間

H25年度～H30年度
3,750

　　②　家庭･地域における男女平等意識の啓発

実施期間

H３年度～

H15年度～

H8年度～

H15年度～ (796) (796)

S49年度～
700

537

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

財団30周年記念事業費
の減

人権啓発センター運
営事業費

えひめ女性財団出
前講座開催事業

事業名

男女共同参画社会を実現するための男性を対象としたセミナーを
市町と共催し、男女共同参画に対する男性の意識改革や男女共
同参画による家庭・地域づくりへの意識の醸成を図る。

ＰＴＡ研修事業委託
費

3,750

<359>

<474>

<4,149>

700

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

社会教育課

人権対策課

えひめ
女性財団

事 業 の 概 要

男性のための共同
参画セミナー開催事
業

担当課

男女共同参画の理念を集中的に学習するため、他の関連機関や
団体等と共催し、連携・協働（コラボレーション）することにより、地域
に根差した男女共同参画の視点や必要性を学び、参画をより現実
的なものにしていくことを目的に実施する。

事業名

人権啓発センターに人権啓発指導員１名を配置して、相談に応じ
るとともに、行政職員・教職員等を対象とした啓発講座を開催し、
県民の理解と認識を深める機会を提供する。
さらに、企業等が実施する人権問題研修会に講師を紹介して啓発
の支援を行う。

小中高ＰＴＡ役員及び会員を対象とした研修の機会をつくり、指導
者の資質の向上に努めるとともに、ＰＴＡ活動の充実発展を図る。

人権啓発センターに人権啓発指導員１名を配置して、相談に応じ
るとともに、行政職員・教職員等を対象とした啓発講座を開催し、
県民の理解と認識を深める機会を提供する。
さらに、企業等が実施する人権問題研修会に講師を紹介して啓発
の支援を行う。

農産園芸課

男女共同参画社会づくりに関する講演会・勉強会等に講師を派遣
し、財団が実施する各種事業への理解促進を図る。

えひめ
女性財団

700

<4,149>

<214>

<359>

260

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

-1,539

<4,149>

3,750 0

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

えひめ
女性財団

0

0

0

0

537

0

0

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

地域を担う心豊かな
高校生育成事業費

地域の活性化に貢献する活動や地域の様々な世代の人々との交
流活動などを通して、高校生に地域社会の一員としての自覚を持
たせるとともに、他者を思いやる心や自己を肯定し大切にする心な
どを育む。

高校教育課

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

4,3714,371

事 業 の 概 要 担当課
30 年 度
予 算 額

（国支出金）

農山漁村男女共同
参画強化事業費

農林水産業における男女共同参画社会の形成を目指し、方針決
定過程への女性の積極的参画、起業活動支援等による経営参画
の促進、家族経営協定締結等による女性が働きやすい環境づくり
を推進する。

事業名
事 業 の 概 要

人権啓発センター運
営事業費

担当課

男女共同参画こらぼ
ねっとわーく開催事
業

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

<4,149>
人権対策課

えひめ男女共同参
画フェスティバル開
催事業

女性団体、グループと一体となったフェスティバルを開催すること
により、男女共同参画社会に対する県民意識の高揚と気運の醸成
を図る。

えひめ
女性財団

<3,232> <1,693>



３　意思決定の場への女性の参画拡大
　(１)　積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の導入による女性の参画拡大

　　 ①　行政における女性の参画拡大 単位：千円

実施期間

H14年度～H32年度
0

 　　②　民間部門における女性の参画拡大

実施期間

H14年度～H32年度

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)
0

　(２)　女性の能力開発（エンパワーメント）等の支援

 　　①　女性の学習活動等の支援

実施期間

S62年度～

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)

H3年度～

H３年度～

H8年度～

S44年度～

S44年度～
1,300

150社会教育課
婦人教育研修指導
費

<10,947> 501

<10,947> 501

900 0

0

担当課

<61,283>
男女参画・
県民協働課

えひめ
女性財団

900

　
男女参画・
県民協働課

250社会教育課

<63,654>

250

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

センター館長の常勤化
【（仮称）えひめ性暴力
被害者支援センター所
長兼務】に伴う人件費
の増

えひめ婦人大会の開催を通して、会員が同じ目的を持った仲間と
して交流と学習を深め、活動の活性化を図る。

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

<10,446>

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

男女参画・
県民協働課

<2,955>

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

事業名

事業名

男女共同参画社会
づくり推進事業費

男女共同参画社会づくりを強力に推進するため、県民総ぐるみ運
動展開のシンボルとして県民大会を開催するとともに、地域におけ
る男女共同参画推進を支援するための行政・地域リーダー等の
ミーティングの実施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会
等への支援を行う。

男女共同参画セン
ター管理委託費

「県男女共同参画センター」は、女性の社会参加促進、能力開
発、各種相談等の事業を通じて男女共同参画の推進を図るととも
に、配偶者暴力相談支援センターとして、DV被害者への支援等
を行っているが、その円滑な管理運営のため、指定管理者に支払
う経費である。

事 業 の 概 要

事 業 の 概 要

婦人団体育成費補
助金

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「え
ひめ女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボ
ス」の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一
体的に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

えひめ女性活躍加
速化事業費

事 業 の 概 要

えひめ女性活躍加
速化事業費

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「え
ひめ女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボ
ス」の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一
体的に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

えひめ女性財団調
査研究助成事業

県下各地の地域・生活課題等、男女共同参画に関する諸問題の
総合的な調査研究を公募し、選定された調査研究に対し助成を
行うことにより、男女共同参画に関する意識啓発及び交流促進を
図る。

事業名

婦人会活動の健全な発展を促進するため、愛媛県連合婦人会が
実施する研修・調査等の県連婦主催事業に要する経費の一部を
補助する。

<10,446>

えひめ女性財団出
前講座開催事業

男女共同参画社会づくりに関する講演会・勉強会等に講師を派遣
し、財団が実施する各種事業への理解促進を図る。

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

　
男女参画・
県民協働課

担当課

担当課

えひめ
女性財団

<214>

150

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

0

男女共同参画理解促
進事業費と男女共同参
画社会づくり推進県民
会議開催費を統合

男女共同参画社会づくりを強力に推進するため、県民総ぐるみ運
動展開のシンボルとして県民大会を開催するとともに、地域におけ
る男女共同参画推進を支援するための行政・地域リーダー等の
ミーティングの実施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会
等への支援を行う。

<2,052><2,955>
男女参画・
県民協働課

-903<2,052>

-903

財団30周年記念事業
費の減

男女共同参画理解促
進事業費と男女共同参
画社会づくり推進県民
会議開催費を統合

2,371

男女共同参画社会
づくり推進事業費

えひめ男女共同参
画フェスティバル開
催事業

女性団体、グループと一体となったフェスティバルを開催すること
により、男女共同参画社会に対する県民意識の高揚と気運の醸
成を図る。

えひめ
女性財団

<3,232>

260

-1,539<1,693>

<474>



 　　②　交流・ネットワーク化への支援

実施期間

S62年度～

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)

H３年度～

H４年度～

H22年度～

H8年度～
0

　(３)　防災・減災対策及び地域活性化に向けた男女共同参画の推進

　　 ①　防災・減災対策における平常時からの男女共同参画の推進

実施期間

H27年度～H31年度

H22年度～H30年度

H26年度～H30年度

H27年度～H29年度
22,313

 　　②　地域づくり・環境その他の分野における男女共同参画の推進

実施期間

H28年度～H30年度 (2,947) (2,947)
5,951

男女共同参画こらぼ
ねっとわーく開催事
業

男女共同参画の理念を集中的に学習するため、他の関連機関や
団体等と共催し、連携・協働（コラボレーション）することにより、地
域に根差した男女共同参画の視点や必要性を学び、参画をより
現実的なものにしていくことを目的に実施する。

えひめ
女性財団

<537>

事業名

男女共同参画セン
ター管理委託費

　
男女参画・
県民協働課

<10,446> <10,947>

<537> 0

<214>

6,420
消防防災
安全課

事 業 の 概 要

防災士養成促進事
業費

育成人数の目標達成によ
る予算の終了（同様の研
修については消防学校に
て引き続き行う）

避難所運営リーダー
育成事業費

災害時における避難所運営体制の強化を図るため、市町と連携し
てリーダーとなる人材の育成研修を実施する。

防災危機
管理課

防災危機
管理課

防災危機
管理課

担当課

自助・共助防災対策
実践促進事業費 3,715

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

事業内容拡充（自主防災
組織活動マニュアルの作
成）に伴う増

9

1,137 廃　止

事 業 の 概 要
29 年 度
予 算 額

（国支出金）

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「え
ひめ女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボ
ス」の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一
体的に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

「県男女共同参画センター」は、女性の社会参加促進、能力開
発、各種相談等の事業を通じて男女共同参画の推進を図るととも
に、配偶者暴力相談支援センターとして、DV被害者への支援等
を行っているが、その円滑な管理運営のため、指定管理者に支払
う経費である。

2,371

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

6,690

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

10,018 10,027

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

センター館長の常勤化
【（仮称）えひめ性暴力
被害者支援センター所
長兼務】に伴う人件費
の増

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

地域創生担い手ＮＰ
Ｏ自立促進事業費

ＮＰＯが自ら資金等を獲得し、地域活動に根ざした公益活動を行う
成功モデルの創出を支援することにより、ＮＰＯの自立を促進し、
地域の活性化を図る。

事業名

自主防災組織の核となる人材の充実や県災害対策本部及び学校
の災害対応力向上を図るため、防災士養成講座を開催し、防災
士を養成する。

住民や地域で自ら防災対策に取り組む自助・共助を推進するた
め､シェイクアウト訓練や自主防災組織・防災士等の連携交流事業
等を実施する。

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

5,951

男女共同参画社会づくりに関する学習会・講座等の活動を支援す
るため、講師の派遣を行う。

えひめ女性活躍加
速化事業費

えひめ女性財団出
前講座開催事業

消防団活動への理解と女性を含む従業員の団員加入促進を依頼
するため、団幹部等が事業所を個別訪問するほか、自治体消防
70周年に合わせ、消防防災体制の充実強化や女性団員等新たな
担い手の加入促進など団員の確保を図る県民大会を開催する。

事業名
事 業 の 概 要

消防団員確保対策
推進事業費

えひめ
女性財団

<63,654>
男女参画・
県民協働課

男女参画・
県民協働課

担当課

5,866

担当課

<474>

-1,539

501

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

0

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

えひめ男女共同参
画フェスティバル開
催事業

女性団体、グループと一体となったフェスティバルを開催すること
により、男女共同参画社会に対する県民意識の高揚と気運の醸
成を図る。

えひめ
女性財団

財団30周年記念事業
費の減

<3,232> <1,693>

<61,283>

05,951

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

-270

2,151

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

260

男女共同参画社会
づくり推進イベント企
画募集事業

男女共同参画をテーマに企画イベントを募集し、優秀企画は財団
が実施する「えひめ男女共同参画フェスティバル」の企画イベント
として開催し、提案者自らが運営することにより、参画意識の向上
や人材育成・ネットワークづくり等を行う。

えひめ
女性財団

<510> <510>



　　 ③　科学技術・学術分野における男女共同参画の推進

実施期間

H14年度～H32年度

H22年度～

H3年度～
0

 　　④　地域における国際交流・協力の促進

実施期間

H元年度～

H9年度～

S46年度～

S33年度～

H2年度～

H9年度～
38,867

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

8,558 72

日米学生会議開催経
費負担金の減による

85

-2,100

-53

421

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

101

<900>

国際交流チャレンジ
講座開催事業費

国際交流員等を講師として、基礎会話や文化紹介、文化比較など
をテーマとした参加型講座を開催する。

国際交流イベント促
進事業費

国際交流活動の展示を行い、地域で行われている国際交流・協
力活動に対する県民の理解を深めるとともに、在県外国人との交
流の機会を提供する。

国際化推進啓発費

国際交流課

国際交流課

国際交流課

総務省、文部科学省、外務省及び（財）自治体国際化協会の協力
を得て、地方公共団体の単独事業 として、外国青年を招致し、地
域レベルでの国際交流の推進を図り、 本県の国際化に資する。

本県出身海外移住者の子弟を研修員・留学生として受け入れ、移
住先国と本県との交流推進を図る。

在県外国人に対する相談、情報提供体制を整備し、外国人にとっ
て暮らしやすい、世界に開かれた愛媛づくりを推進する。
また、姉妹提携先のハワイ州との人材交流等を通じて国際化に対
応した地域づくりと県民の国際理解向上を図る。

国際交流員招致事
業費

外国人支援・海外連
携推進事業費

本県出身の青年海外協力隊員のえひめ海外協力大使への委嘱
や帰国隊員の本県定着促進等を行う。

事 業 の 概 要

事業名

海外技術研修員・県
費留学生受入事業
費

えひめ女性財団調
査研究助成事業

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

333 88

8,374

20,940

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

6,274

2,418

21,041

30 年 度
予 算 額

（国支出金）
事 業 の 概 要

事業名

県下各地の地域・生活課題等、男女共同参画に関する諸問題の
総合的な調査研究を公募し、選定された調査研究に対し助成を
行うことにより、男女共同参画に関する意識啓発及び交流促進を
図る。

国際交流協会

男女参画・
県民協働課

えひめ
女性財団

国際交流課

国際交流協会

208

2,333

8,486

155

担当課

<900>

<2,955>

担当課

男女共同参画社会
づくり推進事業費

男女共同参画社会づくりを強力に推進するため、県民総ぐるみ運
動展開のシンボルとして県民大会を開催するとともに、地域におけ
る男女共同参画推進を支援するための行政・地域リーダー等の
ミーティングの実施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会
等への支援を行う。

男女共同参画理解促
進事業費と男女共同参
画社会づくり推進県民
会議開催費を統合

-903<2,052>

0

男女共同参画こらぼ
ねっとわーく開催事
業

男女共同参画の理念を集中的に学習するため、他の関連機関や
団体等と共催し、連携・協働（コラボレーション）することにより、地
域に根差した男女共同参画の視点や必要性を学び、参画をより
現実的なものにしていくことを目的に実施する。

えひめ
女性財団

<537> <537> 0

30 年 度
予 算 額

（国支出金）



４　家庭生活と仕事、地域活動が両立する環境整備
　（１）　男女が共に参画する家庭・地域づくり

　　 ①　仕事と家庭の両立支援 単位：千円

実施期間

H14年度～H32年度

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)

H27年度～H32年度 (5,994) (7,803)

H14年度～

H３年度～
15,992

 　　②　ワーク・ライフ・バランスの推進による働き方の見直し

実施期間

H14年度～H32年度

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)

H27年度～H32年度 (5,994) (7,803)

H29年度

H30年度

H14年度～
7,771

行革分権課 0 新　規7,771

<175>

501

廃　止

<175>

30年度は下記の行革分
権課の事業へ移行

7,917

0

2,263

男女共同参画理解促進
事業費と男女共同参画
社会づくり推進県民会
議開催費を統合

-903

<10,446>

<13,729> <15,992>

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

2,263

501

仕事と家庭生活が両立しやすい労働環境の整備を進めるため、両
立支援制度の整備等に取り組む中小企業の認証や、国や関係機
関と連携して企業の働き方改革をワンストップで支援する拠点を開
設する。

庁内ＬＡＮシステムが更新時期を迎えることから、その更新設計に
当たり、職員のワーク・ライフ・バランスの実現に向けたテレワーク等
に対応する次世代業務基盤の設計を行う。

<2,052>

えひめ
女性財団

男女共同参画社会の実現を図るため、県民意識の高揚や自発的
な活動を促進する県民総ぐるみの運動の一環として、愛媛県等と
共催で男女共同参画社会づくり推進県民大会を開催する。

男女参画・
県民協働課

事 業 の 概 要

仕事と家庭生活が両立しやすい労働環境の整備を進めるため、両
立支援制度の整備等に取り組む中小企業の認証や、国や関係機
関と連携して企業の働き方改革をワンストップで支援する拠点を開
設する。

男女共同参画社会の実現を図るため、県民意識の高揚や自発的
な活動を促進する県民総ぐるみの運動の一環として、愛媛県等と
共催で男女共同参画社会づくり推進県民大会を開催する。

仕事と家庭の両立支
援促進事業費

仕事と家庭の両立支
援促進事業費

事業名

男女共同参画社会
づくり推進事業費

男女共同参画社会
づくり推進事業費

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「えひ
め女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボス」
の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一体的
に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

事業名

えひめ女性活躍加速
化事業費

男女共同参画社会
づくり推進県民大会
開催事業

テレワーク等対応次
世代業務基盤設計
事業費

男女共同参画社会
づくり推進県民大会
開催事業

えひめ女性活躍加速
化事業費

事 業 の 概 要

男女共同参画社会づくりを強力に推進するため、県民総ぐるみ運
動展開のシンボルとして県民大会を開催するとともに、地域におけ
る男女共同参画推進を支援するための行政・地域リーダー等の
ミーティングの実施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会
等への支援を行う。

職員の働き方を変革するため、時間や場所にとらわれることなく働
くことができる「テレワーク」を導入し、労働生産性を向上させ、職員
のワークライフバランスを実践することにより、超勤の縮減や子育て
や介護による休職・離職を防止する。

男女共同参画社会づくりを強力に推進するため、県民総ぐるみ運
動展開のシンボルとして県民大会を開催するとともに、地域におけ
る男女共同参画推進を支援するための行政・地域リーダー等の
ミーティングの実施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会
等への支援を行う。

テレワーク活用庁内
働き方改革推進事業
費

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「えひ
め女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボス」
の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一体的
に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

ワンストップ支援拠点の開
設に伴う、統括マネー
ジャーの新設及び事務所
使用料等の運営経費の増
加による

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

担当課
30 年 度
予 算 額

（国支出金）

<10,446>

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

労政雇用課

男女参画・
県民協働課

えひめ
女性財団

情報政策課

ワンストップ支援拠点の開
設に伴う、統括マネー
ジャーの新設及び事務所
使用料等の運営経費の増
加による

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

<10,947>
 

男女参画・
県民協働課

担当課

<2,955>

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

<2,955>

13,729

<175>

15,992
労政雇用課

　
男女参画・
県民協働課

男女共同参画理解促進
事業費と男女共同参画
社会づくり推進県民会
議開催費を統合

<2,052> -903

<10,947>

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

<175> 0

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

財団30周年記念事業費
の減

えひめ男女共同参画
フェスティバル開催
事業

女性団体、グループと一体となったフェスティバルを開催することに
より、男女共同参画社会に対する県民意識の高揚と気運の醸成を
図る。

えひめ
女性財団

<3,232> <1,693> -1,539



　　 ③　男女が共に参画する地域づくり

実施期間

H14年度～H32年度

H19年度～

H30年度～

H28年度～H30年度 (2,947) (2,947)

H29年度～ (2,069) (2,069)

H25年度～H30年度

H14年度～
7,451

　(２)　安心して子どもを育てられる環境整備

　　 ①　育児を支援する環境の整備

実施期間

H16年度～ (46,515) (43,985)

S23年度～ (440) (415)

S49年度～

H19年度～

S33年度～ (0) (0)

S48年度～

H27年度～ (3,952) (3,952)

H27年度～

保健福祉課

健康増進課

医療対策課

地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業や病児・病後児保育事
業の実施など、市町が地域の実情に応じて、すべての子ども・子育
て家庭等を対象として行う「地域子ども・子育て支援事業」について
補助し、子育て支援の充実を図る。

慢性的な疾病にかかっていることにより、長期にわたり療養を必要
とする児童等の健全育成及び自立促進を図るため、相談支援、相
互交流及び就職支援等を行う。

小児の急な病気やケガについて、県内在住の保護者の相談に医
師、看護師等が電話で対応することにより、保護者の育児不安の
解消を図る。また、症状に応じた適切な受診を促すことで患者・医
療機関の負担の軽減を図る。

健康増進課
医療を必要とする未熟児に対して、養育に必要な医療の給付を行
い、母子保健の向上を図る。

子育て支援課

健康増進課

医療対策課

20,676

<3,750>

<175>

163,249

93,030

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

87,970

24時間保育・休日保育・
病児等保育の日数増等に
よる補助基準額の増

医療費の市町見込減に
よる

-7,752

20,682

0

6

園児数の減等による

0

0

1,026,267 124,640

-1,756

163,299

51,591

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

2,760 2,760

<5,951>

-903

1,150,907

-50

0

24,395

-27,712

7,905

944,209

49,896

32,147

971,921

7,905

医療費の減による

各事業の実施施設数の
増等

1,695

子育て支援課

事 業 の 概 要

男女参画・
県民協働課

男女共同参画社会づくりを強力に推進するため、県民総ぐるみ運
動展開のシンボルとして県民大会を開催するとともに、地域におけ
る男女共同参画推進を支援するための行政・地域リーダー等の
ミーティングの実施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会
等への支援を行う。

担当課

私立幼稚園における総合的な子育て支援の拠点としての取り組み
を促進するため、預かり保育とともに子育て相談等の子育て支援を
併せて実施する私立幼稚園に対して補助する。

県ボランティア総合相談窓口を設置し、市町ボランティア相談窓口
と連携してボランティア活動の普及、啓発に取り組むとともに、企業
等も社会貢献活動に取り組みやすい仕組みづくりを進める。

乳幼児医療給付費 疾病の早期発見、治療及びかかりつけ医の促進を図るとともに、乳
幼児を持つ養育者の負担の軽減を図る。

小児救急医療電話
相談事業費

ボランティア活動等
促進事業費

民生児童委員・主任
児童委員費

地域創生担い手ＮＰ
Ｏ自立促進事業費

男女共同参画社会
づくり推進事業費

事業名

男女共同参画社会
づくり推進県民大会
開催事業

男女共同参画社会の実現を図るため、県民意識の高揚や自発的
な活動を促進する県民総ぐるみの運動の一環として、愛媛県等と
共催で男女共同参画社会づくり推進県民大会を開催する。

ＮＰＯが自ら資金等を獲得し、地域活動に根ざした公益活動を行う
成功モデルの創出を支援することにより、ＮＰＯの自立を促進し、地
域の活性化を図る。

院内保育事業運営
費補助金

看護師、医師等の医療従事者確保のために病院内保育施設を運
営する事業について助成する。

民生児童委員・主任児童委員の指導及び活動推進のための研
修、委員の費用弁償、民生委員協議会の活動に要する費用を助
成する。

私立幼稚園子育て総
合支援事業費

包括的地域福祉推
進体制構築事業費

地域福祉課題を包括的に解決する体制を構築するため、関係者
のネットワークづくりや県民の参画意識の醸成に取り組む。

事業名
事 業 の 概 要 増 減 の 理 由

(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

高校教育課

地域の活性化に貢献する活動や地域の様々な世代の人々との交
流活動などを通して、高校生に地域社会の一員としての自覚を持
たせるとともに、他者を思いやる心や自己を肯定し大切にする心な
どを育む。

地域を担う心豊かな
高校生育成事業費

えひめ
女性財団

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

男女参画・
県民協働課

保健福祉課

ボランティア活動等促進
事業費の縮小

新規

<175>

<3,750>

男女共同参画理解促進
事業費と男女共同参画
社会づくり推進県民会
議開催費を統合

0

<2,052>

0 2,996

<5,951>

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

-5,060

4,691

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

6,447

男女参画・
県民協働課

<2,955>

担当課

男女参画・
県民協働課

小児慢性特定疾病
児童等自立支援事
業費

子育て家庭支援事業
費

未熟児養育医療給
付費

ボランティア参加により醸成されたえひめ国体のレガシーを活か
し、社会貢献活動全般で活躍できるリーダー人材の養成及び既存
の愛媛ボランティアネットを活用したネットワーク化・情報発信によ
り、社会貢献活動の振興を図る。

ボランティアリーダー
養成事業



実施期間

H11年度～

S47年度～

H26年度～ (72,642) (37,565)

H27年度～

H29年度～
5,843,302

 　　②　就業継続・再就職の支援

実施期間

H30年度～H32年度

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)
0

 　　③　ひとり親家庭等の生活安定の確保

実施期間

S28年度～

S28年度～ (104) (72)

S36年度～ (198,160) (193,650)

S39年度～ (1,615) (1,728)

S44年度～

子育て支援課

子育て支援課

担当課

3,254,637

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

-1,762

広告料収入の増による

1,108

8,474

事 業 の 概 要

ひとり親家庭等からの身上相談に応じ、自立に必要な指導・助言
等を行う母子・父子自立支援員を設置することにより、その福祉の
向上を図る。

父又は母と生計が同一でない児童が養育されている家庭に児童
扶養手当を支給することにより､その生活の安定と自立を促進し､児
童の福祉の増進を図る。

501

愛顔の子育て応援事
業費

県、市町及び県内に本社、本店あるいは工場を立地する乳児用紙
おむつの生産企業との「官民協働」により、第２子以降の出生世帯
に約１年間分(50,000円分）の紙おむつ購入に係る経済的支援を
行う。

子育て支援課

母子・父子自立支援
員設置費

母子家庭等就業・自
立支援センター運営
費

児童扶養手当支給
事業費

事業名
担当課

子育て支援課

子育て支援課

子育て支援課

寡婦に対して修学、技能習得、就職仕度、事業開始などの資金の
貸付を行うことにより、その経済的自立の助成と生活の安定を図
る。

子育て支援課

男女参画・
県民協働課

598,831

39,130

廃　止

3,199,534

585,687

1,382

74,207

1,620

寡婦福祉資金貸付
金

子育て支援課

ひとり親家庭等を対象に就業情報の収集提供、技能習得講習会
等就業に関する支援や生活等に関する相談事業、一時的な保育
サービス等を実施することにより、その経済的自立と生活意欲を助
長する。

<10,446>

1,643

子育て支援課

10,245

担当課

　
男女参画・
県民協働課

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

-163

-13,144

2,928

150,802

事業数の減及び事業規
模の縮小による

-35,077

-55,103

国費での対応が可能な
ため、県での事業を終
了

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

応援券利用見込数の増
による

児童数の減による

貸付対象の拡大（大学
院の追加）による

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

子育て支援課

149,420

1,308

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

9,2499,412

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

男女共同参画理解促進
事業費と男女共同参画
社会づくり推進県民会
議開催費を統合

<2,955> <2,052> -903

<10,947>

357

受給者数等の減による

10,602

貸付見込者数の減によ
る

6,712

288,098

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

289,206

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

母子福祉資金貸付
金

地域少子化対策強
化事業費

事業名

母子家庭の母に対し、修学、技能習得、就職仕度、事業開始など
の資金の貸付を行うことにより、その経済的自立と生活意欲を助長
し、併せて児童の福祉の増進を図る。

男女共同参画社会
づくり推進事業費

認可外保育施設に入所する児童等の健康診断等に要する経費
や、延長保育等の実施など、保育需要の多様化へ対応していると
認められる認可外保育施設に対し施設運営経費の一部を補助し、
児童の福祉の向上を図る。

男女共同参画社会づくりを強力に推進するため、県民総ぐるみ運
動展開のシンボルとして県民大会を開催するとともに、地域におけ
る男女共同参画推進を支援するための行政・地域リーダー等の
ミーティングの実施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会
等への支援を行う。

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「えひ
め女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボス」
の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一体的
に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

子どもを養育している者に児童手当を支給することにより、次代の
社会を担う子どもの健やかな育ちに資する。

児童手当制度実施
事業費

えひめ女性活躍加速
化事業費

事 業 の 概 要

認可外保育施設児
童育成支援事業費

子育てワンストップサ
ポート推進事業費

事業名
事 業 の 概 要

結婚から出産、子育てまでの切れ目ない支援を実施するため、作
成済の子育て支援スマホアプリを活用してバーチャル上のワンス
トップ相談体制を構築し、子育て世帯等の不安感、孤立感を解消
し、総合的な子育て支援、少子化対策を図る。

国の平成28年度補正予算及び29年度当初予算で計上された「地
域少子化対策重点推進交付金」等を財源として、喫緊の課題であ
る少子化問題に対応するため、結婚に対する取組や結婚、妊娠・
出産、乳児期を中心とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成
の取組を実施することにより、少子化に歯止めをかけるほか、安心
して生み育てることができる環境づくりを推進する。



実施期間

事 業 の 概 要 担当課
29 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

事業名

S49年度～

H15年度～ (12,724) (17,909)

H26年度～

H28年度～H31年度 (4,014) (4,014)

H10年度～ (181,505) (356,025)
1,821,509

　(３)　高齢者や障がい者等が共に輝いて暮らせる条件整備

 　　①　高齢者や障がい者等の社会参画の促進

実施期間

H17年度～ (2,047) (2,075)

H28年度～ (4,848) (5,376)

H３年度～ (1,673) (1,680)

S37年度～ (816) (3,270)

H25年度～

H29年度～H32年度

H30年度～H32年度

H29年度～H31年度

H２年度～ (972) (972)

H８年度～ (237) (237)

新　規9,904

356,025

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

0

0

14

570

1,200

18,565

16,908

33,473

181,505

3,361

8,0288,028

3,347

身体障がい者の社会参加を促進するため、コミュニケーション手段
の確保、情報バリアフリーの促進、生活訓練等に関する事業を行
う。

就職のための職業訓練を必要とする離職者、就労経験の乏しい母
子家庭の母等に対し、民間教育訓練機関等へ委託し、就職に結
びつく専門的な知識、技能を習得する職業訓練等を実施し、就職
に必要な知識・技能の習得を図る。

子育て支援課

父子家庭の父に対し、修学、技能習得、就職仕度、事業開始など
の資金の貸付を行うことにより、その経済的自立と生活意欲を助長
し、併せて児童の福祉の増進を図る。

母子家庭の母及び父子家庭の父の職業能力向上のための講座受
講や看護師等の資格取得を目的とした養成機関で修学中の生活
負担を軽減するため、一定額を助成し、経済的自立の支援を行う。

11,104

身体障害者補助犬
給付事業費

地域精神保健福祉
対策促進事業費

精神障がい者の社会復帰及び自立と社会参加の促進を図るため、
地域の実情に応じたきめ細かな施策を実施し、精神障がい者の社
会参加を総合的かつ効果的に推進する。

障がい者社会参加推
進センター運営事業
費

障がい者団体等の協力体制を確保し、障がい者のニーズを反映さ
せることを目的に障害者社会参加推進センターを設置・運営し、障
がい者の地域における社会参加を推進する。

障がい者の社会参加促進等のための大会への選手等の派遣及び
指導員の養成を行う。

障がい者と健常者が、ダンデム自転車等のサイクリングを共に楽し
むイベントを開催するとともに、障がい者を支援するダンデムサ
ポーターを養成する。

地域スポーツ課

地域スポーツ課

地域スポーツ課

障がい者スポーツ選手の育成・強化を図るとともに、身体・知的・精
神の３障がいを統合した障がい者スポーツの振興を推進する「愛媛
県障がい者スポーツ協会」の運営を支援する。

障がい福祉課

障がい者スポーツ振
興事業費

パラアスリート支援事
業費

パラリンピックを目指す本県のパラトップアスリートへの支援や、パラ
スポーツを民間（企業・大学等）が支える仕組みづくりを行う。

えひめ大会のレガシーを継承し、団体競技への支援やサポートボ
ランティアの活用のほか、身近な地域でスポーツを楽しめる環境整
備や障がい者スポーツの民間活動への支援など、障がい者スポー
ツの裾野拡大に向けた取組みを行う。

障がい者スポーツ総
合支援事業費

身体障害者生活支
援事業費

ひとり親家庭の父母･児童が疾病又は負傷のため､医療機関にお
いて保険給付を受けた場合、その自己負担額分を県と市町が共同
で助成することにより、ひとり親家庭の保健の向上と福祉の増進を
図る。

ひとり親家庭医療費
公費負担事業費

ひとり親家庭学習支
援ボランティア派遣
事業費

障がい者サイクリング
体験普及事業費

障がい者スポーツ選
手育成・強化事業費

コミュニケーションや移動に著しく制限のある盲ろう者の社会参加を
促進するため、通訳・移動介助等を行う盲ろう者通訳・ガイドヘル
パーを養成・派遣する。

父子福祉資金貸付
金

ひとり親家庭自立支
援事業費

ひとり親家庭の児童の学習意識と学力の向上を図るため、大学
生、教員ＯＢ等の学習支援ボランティアを地域の施設へ派遣し、学
習支援や進学相談等を行う。

離職者等職業能力
開発事業費

盲ろう者通訳・ガイド
ヘルパー養成派遣
事業費

子育て支援課

事業名
事 業 の 概 要

労政雇用課

子育て支援課

子育て支援課

23,880

貸付見込者数の減によ
る

制度の拡充による

174,520

-33

関係機関に見込額を照
会した結果、前年を上
回る金額となったため

1,944 0

570

509,103

0

6,972

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

1,421

-2,218

国家資格等を取得する長
期訓練、eラーニングコー
ス及び育児等に配慮した
保育士再就職支援コース
の訓練を新たに開設した
ため

受診見込件数の減によ
る

31,255

-8,238500,865

全国障害者スポーツ大会
派遣事業の参加人数変
更に伴う旅費・需用費等
の減

障がい者スポーツ事業の
更なる振興に向けた県障
がい者スポーツ協会の人
件費の増

4,068

1,944

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

12,415

22,633

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

4,475

48,718

10,994

4,530

31,663

1,200

0

地域スポーツ課

11,071

地域スポーツ課

-17,055

障がい福祉課

障がい福祉課

障がい福祉課

担当課

身体障がい者の自立及び社会参加を促進するため、身体障害者
補助犬の育成及びこれを使用する身体障がい者の利用の円滑化
を図る。

55

障がい福祉課



実施期間

事 業 の 概 要 担当課
29 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

事業名

S38年度～ (13,013) (12,477)

H2年度～ (251) (251)

H29年度～H31年度 (3,839) (3,561)

H28年度～H31年度

H16年度～ (88,208) (88,363)

S49年度～

H27年度～H29年度 (0)

H29年度

H30年度～H32年度

H10年度～

H28年度～H30年度

H27年度～ (891) (0)
303,396

 　　②　高齢者や障がい者を支える地域ケアシステムの構築

実施期間

H21年度～

<1,893>

障がい者の職場見学、実習及び就労先受入企業を開拓し、障が
い者と企業とのマッチングを支援するとともに、法定雇用率未達成
企業に対し現場見学会を企画し、雇用のきっかけ作りを行う。また、
障がいのある学生向けの合同就職説明会を開催し、職場実習や
就職に繋がる機会を提供し、学生の就業意欲の醸成を図る。

雇用対策室 <0> <8,024> 新　規

135,992

長寿介護課

0

障がい者マッチング支
援事業に代わるもの

204

-603

549

<1,951>

<6,900>

老人クラブ育成指導
費

高齢者の老後の生活を健全で豊かなものとし、高齢者の福祉の増
進に資するため、老人クラブの適正な運営と活動の充実強化を図
るとともに、高齢者自らが相互に助け合う社会システムの実現を図
るため、老人クラブ会員が地域の一人暮らし老人や寝たきり老人等
の家庭を訪問するなどして、老人福祉の向上に資する。

長寿介護課

労政雇用課

障がい者就労促進事
業費

障がい者・高年齢者の雇用の安定を図るため、県内の事業主をは
じめ広く県民全体に対し障がい者・高齢者の雇用気運の醸成に努
め、障がい者・高齢者の雇用・就業機会の確保の促進を図る。

障がい者活躍支援事
業費

愛媛型CCRCの導入
支援（人口問題総合
戦略推進事業費）

愛媛県シルバー人材
センター連合会運営
費

高齢者活用・現役世
代雇用サポート事業
費

（公社）愛媛県シルバー人材センター連合会が行う派遣事業に関
する経費の一部を助成する。

シルバー人材センターの事業の充実・強化を図るため設置される
（公社）愛媛県シルバー人材センター連合会の運営に要する費用
の一部を助成する。

障がいのある学生向けの合同就職説明会を開催し、職場実習や
就職に繋がる機会を提供し、学生の就業意欲の醸成を図るととも
に、企業向けのハンドブックの作成・配布、及び障がい者雇用促進
セミナーの開催により、企業の障がい者雇用に対する一層の理解
促進を図る。

高齢者の生きがいと健康づくりを推進して幸せで明るい長寿社会
を築くため、関係機関・団体の参加と協力のもとに高齢者の社会参
加についての各分野における意識改革、高齢者のスポ－ツ活動、
健康づくり活動及び地域活動等推進するための組織づくり、指導
者等育成事業を総合的に実施する。

7,869

33,616

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

地域スポーツ課

明るい長寿社会づく
り推進事業費

移住してきたアクティブシニアが、移住先の地域特性を踏まえて起
業や就業をし、それぞれの地域に貢献する本県独自の「愛媛型Ｃ
ＣＲＣ」の円滑な導入に向け、市町等の取組みを支援する。

福祉・介護人材確保
対策事業費

雇用対策室

福祉・介護人材確保のためのセミナー開催、キャリア支援専門員に
よる出張相談・事業所への戸別訪問、中高生やその保護者・教員
等を対象とした介護事業所等の見学・体験ツアーの実施、事業連
携会議の開催など人材確保に向け、総合的な対策事業を実施す
る。

雇用対策室

総合政策課

障がい者・高年齢者
雇用推進事業費

事業名
事 業 の 概 要

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

担当課

-2,008

雇用対策室

雇用対策室

障がい者マッチング
支援事業費

障がい者の職場見学、実習及び就労先受入企業の開拓、及び企
業への障がい者雇用に対する理解促進を図り、障がい者と企業と
のマッチングを支援する。

保健福祉課 374

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

2,008 0

0

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

30年度以降はゼロ予算
で市町等の取組みを支
援することとしたため

-537

24,243

135,607

11,410

385

廃　止

118<1,014>

<7,043> 廃　止

25,57926,116

雇用対策室

長寿介護課

<1,132>

24,039

7,266

10,861

事業は、障がい者活躍
支援事業費に引き継ぎ

<6,900>

<1,951>

33,990

地域の介護人材参
入・定着促進事業費

障がい者の雇用促進に資するため、高等技術専門校において、知
的障がい者及び発達障がい者に対する職業訓練や精神障がい者
に対する委託訓練、並びに身体、知的又は精神障がい者を対象と
した委託訓練を実施し、県内における障がい者の職業能力開発体
制を整備する。

本県の高齢化は全国平均よりも早く進行し、今後も介護ニーズの
増加が見込まれることから、幅広い高齢者層に対してアプローチす
ることにより更なる裾野の拡大を図るとともに、サイクリング環境の体
制強化に努め、より多くの高齢者の「健康・友情・生きがいづくり」を
育み、いきいきと暮らせる健康長寿えひめの実現を目指す。

アクティブシニアまる
ごとサイクリング事業
費

シニアや子育てを終えた主婦など地域の多様な人材を掘り起し、
介護の入門研修等の実施により円滑な就労の支援を行う。併せ
て、県内の介護事業所に勤務する無資格の介護職員について、
受講費用の負担軽減により介護職員初任者研修の修了を促進し、
介護従事者の資質向上と離職防止を図る。

障がい者就職応援事
業費



実施期間

事 業 の 概 要 担当課
29 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

事業名

H29年度～ (2,069) (2,069)

S47年度～ (324) (234)

S40年度～

H29年度～ (696) (1,018)

H13年度～ (21,123) (21,174)

S43年度～

H19年度～ (50,931) (55,323)

H19年度～ (8,407) (8,494)

H29年度～H32年度 (6,453) (7,113)

H27年度～H29年度

H27年度～H30年度

H８年度～

H11年度～ (702) (703)

H12年度～

S38年度～

H4年度～H36年度

H8年度～

691

28,940

300

<13,067>

包括的地域福祉推
進体制構築事業費

自閉症等の発達障がいを有する障がい児（者）に対する相談、発
達及び就労支援等を行う拠点施設として設置した発達障がい者支
援センターを運営する。

地域において生活し、就労する障がい者の相談に応じ、助言を与
えるなど、地域生活に必要な支援を行うことにより、障がい者の地
域生活の安定と福祉の向上を図る。

介護保険制度運用で重要な役割を担う介護支援専門員の養成及
び、資質向上のために実施する各種研修会の指導者検討会を実
施し、研修の質を向上させるとともに、主任介護支援専門員の養成
及び相談窓口の設置等により介護支援専門員支援体制を整備す
ることで介護保険の円滑な推進を図る。

認知症介護研修事
業費

近年増加する認知症高齢者のケアの充実を図るため認知症介護
に係る指導者及び実践者の人材育成研修を実施する。

地域生活支援事業
費補助金

障がい者（児）がその有する能力及び適正に応じ、自立した日常生
活や社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状
況に応じた柔軟な事業形態による事業を効率的・効果的に実施す
る。

老人福祉施設整備
事業費

介護支援専門員養
成研修等事業費

発達障がい児(者)支
援体制整備推進事
業費

発達障がい児(者)への支援ニーズの高まりや、発達障害児支援法
の全面改正を踏まえ、県内の地域における発達障がい児(者)との
支援体制の加速化と一層の充実を図る。

在宅の重症心身障がい児（者）、知的障がい児（者）、身体障がい
児の地域における生活を支えるため、相談支援体制の充実を図る
とともに、専門的な療育等の支援を行う。

産・学・官の連携により、障がい者が日頃の文化活動の成果を発表
する機会を設けるとともに、文化活動を通じた障がい者との交流の
場の拡大を図る。

借入金の返済が進み、
利子補給の額が減少し
たため

-4,676

<2,760>

老人福祉施設及び介護老人保健施設を整備するにあたって、社
会福祉・医療事業団から借入した整備資金の利子補給を行うこと
によって、施設整備の促進を図り、高齢者福祉の推進に寄与する。

障がい福祉課

発達障がい者支援セ
ンター運営費

老人福祉施設等整
備資金利子補給事
業費

長寿介護課

16,261

長寿介護課

障がい福祉課

県民の保健、医療上の重要な課題となっているがんについて、保
健・医療情報を収集・分析し、がん対策を効果的に推進する。

子ども療育センター
運営費

障がい者職業生活支
援事業費

精神保健普及事業
費(精神保健事業費)

がん登録推進事業
（がん対策強化推進
費）

地域福祉課題を包括的に解決する体制を構築するため、関係者
のネットワークづくりや県民の参画意識の醸成に取り組む。

1,583227,903

3,035

793,103

保健福祉課

障がい児（者）療育
支援事業費

障がい福祉課

障がい福祉課

地域療育の拠点として整備した子ども療育センターを運営する。

障がい福祉課

3,2613,494
心と体の健康セン
ター運営費 健康増進課

42,246 42,348

181

県内市町に所要見込額
を照会した結果、前年
を上回る金額となったた
め

0

0

-233

47

939

25,493

16,815

102

260

1,322

148

新規メニューとして「発達
障がい者家族支援体制整
備事業」を追加

0

外来児増加に伴う高額
医薬品の増等

2<2,421>

7,903

14,230

29,088

廃　止

229,486

<13,114>

<2,760>

300

767,610

11,670

0

11,585

15211,518

0

3,974

12,908

16,996

老人福祉施設整備に当たり、施設整備事業費補助金を負担（補
助）することにより、施設整備の促進を図り、高齢者福祉の推進に
寄与する。

長寿介護課

7,643

障がい福祉課

障がい福祉課
<2,419>

障がい者に対する相談支援体制の拡充を図るため、県下の相談
支援体制の状況把握や支援方策・支援者育成等について協議を
行う障がい者自立支援協議会を開催するほか、権利擁護を含めて
幅広く障がい者の相談支援を行う相談支援専門員の資質向上事
業を行う。

障がい福祉課

障がい福祉課

愛顔つなぐ障害者の
文化活動交流支援
事業費

障がい者文化芸術活
動推進事業費

障がい者相談支援体
制整備推進事業費

障がい者及び文化芸術活動を支援する障がい福祉施設等を対象
とした研修や県内の障がい者が制作した優れた芸術作品の表彰と
展示会を開催する。

長寿介護課

健康増進課

健康増進課

精神保健に関する一般の理解を深め、心の健康を増進し、併せて
精神障害者の社会復帰に関する精神保健の普及啓発を図るた
め、講演会、座談会等の開催、普及啓発用印刷物の作成配布等
を行う。

精神保健福祉法の規定に基づき、精神保健に関する知識の普及
を図るとともに、保健所等関係機関に対する研修及び精神保健の
相談、指導、診療ならびに調査研究等センタ－運営要領に定めら
れているセンタ－業務を行う。



実施期間

事 業 の 概 要 担当課
29 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

事業名

H10年度～

H11年度～ (769) (769)

H16年度～

H28年度～H31年度

H18年度～

H18年度～ (727) (1,001)

H17年度～

H16年度～ (3,803) (3,826)

H19年度～ (2,814) (3,767)

H27年度～H29年度

H27年度～H29年度

H27年度～

H27年度～H29年度

H28年度～H31年度

H29年度～H30年度 (7,074) (6,046)
2,500,571

現任介護相談員研
修（明るい長寿社会
づくり推進事業費）

市町の介護相談員を対象に研修を行う。

高齢者の尊厳を支えるケアの確立等を図るため、介護ボランティア
等の育成や新しいスタイルの研修を行う「在宅介護研修センター｣
を運営管理する。

働く家族の介護力強
化事業費

長寿介護課
地域包括ケア人材育
成等支援事業費

エルダー・メンター（新人指導担当者）制度等導入支援により、介
護施設・事業所における相談支援体制の充実を図るとともに、新人
介護職員に対する職業意識の向上等に関する研修を行うことで、
離職率を改善させる。

仕事を探している人が、働きながら介護分野の研修を受講（資格取
得）できる「介護雇用プログラム」を実施することにより、介護分野へ
の参入促進と介護資格を有する人材の確保を図る。

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らせるための環
境整備として、医療技術大学が西予市と連携して行う地域包括ケ
アシステム構築のための人材育成プログラムの開発を支援し、それ
らを広く県内に普及・活用することにより人材の育成・資質の向上を
図る。

新人介護職員職場
定着促進事業費

介護雇用プログラム
推進事業費

長寿介護課

長寿介護課

認知症施策推進事
業費

県内市町の認知症地域支援体制及び認知症ケアに関する先進事
例等を収集し、普及させることにより、先進的な取組を行っている自
治体だけでなく、県内における認知症施策の全体的な水準の向上
を図る。

長寿介護課

介護保険地域支援
事業交付金

長寿介護課

介護保険サービス評
価・情報公表事業費

地域の高齢者保健福祉事業に関する総合計画である「高齢者保
健福祉計画」及び、市町の介護保険事業の円滑な運営を支援する
ための「介護保険事業支援計画｣の両計画について進行管理を行
う。

市町がおいては、自立支援・重度化防止に向けた具体的な取組内
容と適切な指標による実績評価を行い、県においては、研修を通じ
て市町を支援する。

1,454

高齢者保健福祉計
画等推進事業費

介護予防市町支援・介
護予防従事者研修・介
護予防活動普及展開
事業（地域包括支援セ
ンター等支援事業費）

別事業の一部が当交付
金に移ったことによる増

126,761
高齢者が可能な限り地域において自立した日常生活を営むことが
できるよう、介護予防に資する事業や総合相談等を地域支援事業
として市町が実施する場合に、国と県で交付金を交付する。

長寿介護課

働く家族の介護力強化シ
ンポジウムの開催やハンド
ブック「介護便利帳」の作
成などを新規実施のため

介護を社会全体で支えていくため、働く家族等を対象とした介護力
強化セミナーの開催等により、突然介護に直面した場合にも役立
つ介護サービス等の具体的情報について周知を強化し、介護への
理解を深める。

45

0

686

0

01,539

44,454

11,194

7,867

984,893

14,661

<151>

2,140

7,912

6,046

1,446

44,454

1,111,654

廃　止

1,539

9,144 3,771

1,660

1,338

<151>

3,467

395

1,907

108

-1,0287,074

76,695

国補助対象事業の変更
があり、事業規模を縮小
したため

23,122 24,782

コンテンツ製作が完了
し、管理運用のみとなっ
たため

若年者認知症コーディ
ネーター事業費の追加
のため

-5,373

12,905

介護職員処遇改善
特別支援事業

長寿介護課

介護認定調査員等
研修事業費

介護認定調査員及び介護認定審査会委員等に対する研修を実施
し、 認定事務の円滑かつ適正化を図り、もって制度の円滑な実施
及び運営に資する。

長寿介護課

在宅介護研修セン
ター運営費

介護人材研修等支
援事業費

若年層や離職した女性等へのアプローチと現在介護に従事する人
材の質的向上による介護サービスの向上を図る必要があることか
ら、介護関係団体等が行う人材養成等に係る事業に要する経費を
支援する。

平成29年度介護報酬改定（介護職員処遇改善加算の拡充）に伴
い、事業所への改定内容の周知や、加算の取得に係る助言等によ
り、各事業所における処遇改善加算の取得を促進し、介護職員の
離職率の低下を図る。

76,300

長寿介護課

認知症高齢者グループホーム等の外部サービス評価を推進すると
ともに、利用サービスを選択･決定するために必要な情報を十分に
提供するため、介護サービス事業者情報のインターネット等での公
表を効果的に実施する。

長寿介護課

11,873

長寿介護課

介護人材キャリアアップ
支援事業（2百万円）が
追加となったため

廃　止

7,5375,630
長寿介護課

介護情報提供体制
構築事業費

介護に直面した働く県民や、介護に悩んでいる介護者、高齢者、
及び介護従事者等に有用な情報を提供する環境を整えるためにＩ
ＣＴを導入し、県民、介護従事者等の情報共有、連携により地域包
括ケアの推進を図る。

長寿介護課

長寿介護課

長寿介護課



５　女性の活躍と男性中心型の働き方等の見直し
　（１）　男女均等な雇用環境の整備

 　　①　雇用の分野における男女均等な機会や待遇の確保の推進 単位：千円

実施期間

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)

H16年度～ (3,156) (7,391)
79,157

 　　②　積極的改善措置（ポジティブ･アクション）の導入促進

実施期間

H14年度～

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)
0

 　　③　ハラスメント防止対策の促進

実施期間

H14年度～
0

　(２)　職業生活における女性の活躍推進

 　　①　企業等における女性活躍推進に向けた取組の促進

実施期間

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)

H28年度～H30年度 (2,233) (2,402)
4,805

 　　②　男性の意識と職場風土の改革

実施期間

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)

H15年度～
0

<10,446>

<1,340>

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

担当課

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

<10,446> <10,947> 501

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「えひ
め女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボ
ス」の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一
体的に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

<10,446>
　

男女参画・
県民協働課

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

えひめ女性活躍加
速化事業費

事業名

事業名

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

<1,340>

事業名 29 年 度
予 算 額

（国支出金）

<10,446>

男女共同参画推進条例を適正に運営するため、男女共同参画会
議及び苦情処理機関を運営するほか、年次報告書を作成する。ま
た、市町男女共同参画担当者会議を開催する。

81,275

事 業 の 概 要
事業名

<1,340>

事 業 の 概 要

男女共同参画推進
条例施行費

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

事 業 の 概 要

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

<1,340>

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

<10,947>

0

男女参画・
県民協働課

男女参画・
県民協働課

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

79,157

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

501

-2,118

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

若年人材育成推進
事業費

若年者の雇用環境の改善を図るため、県が、経済団体等の若者を
取り巻く関係者に働き掛け、平成18年7月に設立した「えひめ若年
人材育成推進機構」（平成25年2月に一般社団法人化）に、ジョブ
カフェ愛ｗｏｒｋ事業の運営管理を委託し、若者に対して就職支援
サービスをワンストップで提供している。

事務的経費の見直しに
よる減

雇用対策室

担当課

えひめ女性活躍加
速化事業費

　
男女参画・
県民協働課

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「えひ
め女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボ
ス」の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一
体的に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

0

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

501

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

男女共同参画推進条例を適正に運営するため、男女共同参画会
議及び苦情処理機関を運営するほか、年次報告書を作成する。ま
た、市町男女共同参画担当者会議を開催する。

4,467 4,805

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

交通対策課

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「えひ
め女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボ
ス」の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一
体的に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

えひめ女性活躍加
速化事業費

男女共同参画推進
条例施行費

県民の暮らしと経済活動を支える重要なインフラである公共交通等
を担う運輸業については、深刻な人材不足の状況にあることから、
運転手等の確保促進に向けて、若年者や女性等を対象に、合同
会社説明会の開催や運転手の仕事に対する理解を促す冊子の作
成・配布、職場見学会の開催等を実施する。

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

501

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

事業名

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「えひ
め女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボ
ス」の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一
体的に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

担当課

男女参画・
県民協働課

えひめ女性活躍加
速化事業費

事 業 の 概 要

事 業 の 概 要

事 業 の 概 要

公共交通人材確保
対策事業費

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

<10,947>

338

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

0

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

担当課

　
男女参画・
県民協働課

担当課

<10,947>

男性のための共同
参画セミナー開催事
業

男女共同参画社会を実現するための男性を対象としたセミナーを
市町と共催し、男女共同参画に対する男性の意識改革や男女共
同参画による家庭・地域づくりへの意識の醸成を図る。

えひめ
女性財団

<359> <359>



 　　③　両立支援も含めた多様な働き方への条件整備

実施期間

H13年度～

H27年度～H32年度 (5,994) (7,803)

H27年度～H29年度 (0)

H30年度～H32年度 (0) (7,331)

H27年度～H31年度 (32,853) (10,053)
357,149

 　　④　起業等の女性のチャレンジ支援

実施期間

H14年度～H32年度

H13年度～

H29年度～

H13年度～H31年度 (1,741) (1,741)
959,725

 　　⑤　情報の収集、提供及び啓発活動

実施期間

S62年度～

「県男女共同参画センター」は、女性の社会参加促進、能力開発、
各種相談等の事業を通じて男女共同参画の推進を図るとともに、
配偶者暴力相談支援センターとして、DV被害者への支援等を
行っているが、その円滑な管理運営のため、指定管理者に支払う
経費である。

経営支援課 6,000

仕事と家庭の両立
支援促進事業費 労政雇用課

事 業 の 概 要

勤労者のライフサイクルにおいては様々な場面で資金需要の発生
が予想されるため、労働金庫に資金を預託し、協調融資をもって
勤労者の生活安定、職業能力の向上等を通じて、福祉の向上に
資する。

愛媛県勤労者福祉
資金貸付金(勤労者
福祉資金貸付事業
費)

男女共同参画セン
ター管理委託費

新事業創出金融支
援事業費

担当課

担当課

320,776

13,725

-25,599

0

事業名 29 年 度
予 算 額

（国支出金）

-261

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

地方創生推進交付金の
追加措置（国費2千万
円）の終了のため

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

廃　止

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

2,263

新規事業者を積極的に
支援するため（H29の事
業実績が増加したため）

センター館長の常勤化
【（仮称）えひめ性暴力
被害者支援センター所
長兼務】に伴う人件費の
増

2,371<63,654>

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

事業名

男女参画・
県民協働課

新規事業者を積極的に
支援するため（H29の事
業実績が増加したため）

690,000

男女共同参画理解促進
事業費と男女共同参画
社会づくり推進県民会
議開催費を統合

男女参画・
県民協働課

250,000

事 業 の 概 要

県内における創業の促進や事業承継を支援するため、創業者及
び事業承継者が中小企業振興資金のうち「新事業創出支援基金」
を借り入れる際の保証料を補助し、事業の立ち上げや事業承継を
金融面から積極的に支援する。

担当課

45,706 20,107

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

中小企業人材確保支援
強化事業へ引き継ぎ

ワンストップ支援拠点の開
設に伴う、統括マネー
ジャーの新設及び事務所
使用料等の運営経費の増
加による

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

地域と企業の成長戦略の実現のため、プロフェッショナル人材のＵ
ＩＪターンが県内に拡大することを目的とする。そのために、県内中
小企業に対し、新事業や新戦略の開拓などの「攻めの経営」や、
「働き方改革」による経営改善への意欲を喚起し、その実践をサ
ポートするプロフェッショナル人材の活用を促進する「プロフェッショ
ナル人材戦略拠点」を設置し、企業の経営革新の実現を図る。

経営支援課

<2,052>

事業名

プロフェッショナル人
材戦略拠点運営事
業費

男女共同参画社会
づくり推進事業費

940,000

男女共同参画に対する県民の理解と関心を深めるため、審議会等
委員公募の実施、広報紙・メールによる男女共同参画にかかわる
情報の提供、女性のチャレンジを支援するポータルサイトの運営、
市町職員を対象とした男女共同参画研修会への講師派遣のほ
か、地域リーダー参加のもと各地域における男女共同参画社会づ
くりを進めるミーティングの開催、キャリアデザインの支援を行う。

雇用対策室

中小企業振興資金
貸付金（新事業創出
支援資金）

事 業 の 概 要

中小企業の創業に要する事業資金の融資制度
　・【融資対象者】　創業を行う個人、創業後５年未満の個人及び
　　　会社、分社化を行う会社及び設立後５年未満の新設会社
　・【資金使途】　運転資金・設備資金
　・【融資限度額】3,500万円（自己資金の範囲内等制限あり）
　・【融資利率】年1.50％、特例：年1.30％
　　　　　　　　　　（信用保証協会の保証必須）
　・【保証料率】0.8％（割引有）
　・【融資期間】運転資金７年以内（うち据置１年以内）、設備資金
　　　10年以内（うち据置１年以内）
　・【申込先】商工会議所、商工会、商工会連合会、中小企業団
　　　体中央会、愛媛中小企業指導センター、取扱金融機関、
　　　信用保証協会

16,527

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

農山漁村男女共同
参画強化事業費

中高生や県外学生に対して県内企業の情報を発信するとともに、
中小企業の人材確保や定着に向けた取り組みを支援する。

中小企業人材確保
支援事業費

仕事と家庭生活が両立しやすい労働環境の整備を進めるため、両
立支援制度の整備等に取り組む中小企業の認証や、国や関係機
関と連携して企業の働き方改革をワンストップで支援する拠点を開
設する。

<15,992>

<61,283>

19,725

<4,371>

-903<2,955>

12,527

320,515

<13,729>

労政雇用課

経営支援課

<4,371>
農林水産業における男女共同参画社会の形成を目指し、方針決
定過程への女性の積極的参画、起業活動支援等による経営参画
の促進、家族経営協定締結等による女性が働きやすい環境づくり
を推進する。

農産園芸課

新　規
0

中小企業人材確保
支援強化事業費 雇用対策室

中高生や県外学生に対して県内企業の情報を発信することによ
り、地元就職に向けた意識醸成を図るほか、マッチングの機会を創
出するなど、中小企業の人材確保や定着に向けた取り組みを支援
する。



実施期間

H3年度～
0

　(３)　農林水産業における男女共同参画の促進

 　　①　方針決定の場等への女性の積極的登用

実施期間

H14年度～

H14年度～H32年度

H13年度～H31年度 (1,741) (1,741)
0

 　　②　女性の経営参画の促進

実施期間

H13年度～H31年度 (1,741) (1,741)
0

 　　③　女性が活動しやすい環境づくり

実施期間

H13年度～H31年度 (1,741) (1,741)

H28年度～H30年度 (1,963) (1,963)

H21年度～H29年度 (346)

H30年度～H32年度 (0) (874)
6,982

農産園芸課
農山漁村男女共同
参画強化事業費

えひめ女性財団情
報発信事業

男女参画・
県民協働課

事業名
事 業 の 概 要 担当課

えひめ
女性財団

農産園芸課

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

<2,955>

<735>

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

<1,340>

<2,052>

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

<1,340> 0

-50

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

漁　政　課

農地・担い手
対策室

4,847

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

<4,371>

担当課

<4,371>

漁村女性地域活性化支
援事業費(新規）に統合

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

廃止

0<4,371>

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

一次産業女子活躍
支援事業費

<4,371>

担当課

<685>

農林水産業における男女共同参画社会の形成を目指し、方針決
定過程への女性の積極的参画、起業活動支援等による経営参画
の促進、家族経営協定締結等による女性が働きやすい環境づくり
を推進する。

事 業 の 概 要

農林水産業における男女共同参画社会の形成を目指し、方針決
定過程への女性の積極的参画、起業活動支援等による経営参画
の促進、家族経営協定締結等による女性が働きやすい環境づくり
を推進する。

<4,371>

事業名

農山漁村男女共同
参画強化事業費

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

農産園芸課

次世代リーダーとなる一次産業女子を育成するため、ネットワーク
づくりや企業との商品開発、経営感覚や生産技術の習得を支援す
ることで、経営の安定・所得向上を図るとともに、職業として一次産
業を選択する若手女性等の増加につなげる。

4,847

漁村女性いきいき活
動支援事業費

若手漁家女性の掘り起しや起業化支援など、漁村女性の人・モノ・
販路づくりなどを総合的に支援・指導し、漁村の担い手育成と、地
域の活性化を図る。

農林水産業における男女共同参画社会の形成を目指し、方針決
定過程への女性の積極的参画、起業活動支援等による経営参画
の促進、家族経営協定締結等による女性が働きやすい環境づくり
を推進する。

事 業 の 概 要
事業名

農山漁村男女共同
参画強化事業費

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

<4,371>

1,009

0

0

0

男女共同参画推進
条例施行費

事 業 の 概 要 担当課
事業名

男女共同参画社会づくりを図るとともに、財団事業への県民の理解
と関心を深めるため、「えひめ女性財団だより（かがやき）」の発行と
ホームページにより各種情報を発信する。また、県内の各種女性
団体の情報を収集し、財団独自のネットワークの形成を図る。

男女共同参画推進条例を適正に運営するため、男女共同参画会
議及び苦情処理機関を運営するほか、年次報告書を作成する。ま
た、市町男女共同参画担当者会議を開催する。

男女共同参画社会
づくり推進事業費

男女共同参画社会づくりを強力に推進するため、県民総ぐるみ運
動展開のシンボルとして県民大会を開催するとともに、地域におけ
る男女共同参画推進を支援するための行政・地域リーダー等の
ミーティングの実施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会
等への支援を行う。

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

男女参画・
県民協働課

男女共同参画理解促進
事業費と男女共同参画
社会づくり推進県民会
議開催費を統合

-903

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

漁村女性地域活性
化支援事業費

漁村女性グループが行う水産物の加工・販売や地域活動等を総
合的に支援・指導し、魅力ある組織づくり・漁家経営の安定化や漁
村地域の活性化を図る。

漁　政　課
0 2,135 新　規



○推進体制

実施期間

H14年度～

２　市町、関係機関、民間団体との連携強化　　

実施期間

H14年度～H32年度

H27年度～H32年度 (4,055) (5,473)

H14年度～

３　拠点施設の充実、機能強化

実施期間

S62年度～

４　計画の進行管理、公表

実施期間

H14年度～

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

0

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

<1,340>

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

１　男女共同参画推進条例の適切な施行

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

　　　男女共同参画推進本部の下に女性活躍推進部会を設置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

　　　えひめ女性活躍推進協議会や愛媛労働局、大学等との連携

<10,446> <10,947> 501

<1,340>

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

センター館長の常勤化
【（仮称）えひめ性暴力
被害者支援センター所
長兼務】に伴う人件費の
増

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

<63,654>

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 の 理 由
(1,000 千 円 以 上 の 増 減 の み )

増 減 額
30 年 度 -29 年 度

男女共同参画セン
ター管理委託費

「県男女共同参画センター」は、女性の社会参加促進、能力開発、
各種相談等の事業を通じて男女共同参画の推進を図るとともに、
配偶者暴力相談支援センターとして、DV被害者への支援等を
行っているが、その円滑な管理運営のため、指定管理者に支払う
経費である。

　　　地域の女性人材育成、防災力の推進拠点としての機能強化

2,371

30 年 度
予 算 額

（国支出金）

担当課

男女参画・
県民協働課

事業名

0

担当課

事業名
事 業 の 概 要

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

男女共同参画推進条例を適正に運営するため、男女共同参画会
議及び苦情処理機関を運営するほか、年次報告書を作成する。ま
た、市町男女共同参画担当者会議を開催する。

30 年 度
予 算 額

（国支出金）
事 業 の 概 要 増 減 額

30 年 度 -29 年 度

男女共同参画推進
条例施行費 <1,340>

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

えひめ女性活躍加
速化事業費

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、「えひ
め女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略としての「ひめボ
ス」の取組の具体化や組織の枠を越えた女性の人材育成等を一
体的に展開し、ひめボスのブランディングに取り組む。

男女参画・
県民協働課

男女共同参画推進条例を適正に運営するため、男女共同参画会
議及び苦情処理機関を運営するほか、年次報告書を作成する。ま
た、市町男女共同参画担当者会議を開催する。

男女参画・
県民協働課

担当課

事 業 の 概 要

<1,340>
男女共同参画推進
条例施行費

事業名

29 年 度
予 算 額

（国支出金）

事 業 の 概 要

　　　PDCAサイクルによる女性活躍の着実な推進

事業名

男女参画・
県民協働課

担当課

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金    

<61,283>

男女共同参画理解促進
事業費と男女共同参画
社会づくり推進県民会
議開催費を統合

-903<2,052><2,955>
男女参画・
県民協働課

男女共同参画社会
づくり推進事業費

男女共同参画社会づくりを強力に推進するため、県民総ぐるみ運
動展開のシンボルとして県民大会を開催するとともに、地域におけ
る男女共同参画推進を支援するための行政・地域リーダー等の
ミーティングの実施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会
等への支援を行う。

えひめ
女性財団

<175> <175> 0

男女共同参画社会
づくり推進県民大会
開催事業

男女共同参画社会の実現を図るため、県民意識の高揚や自発的
な活動を促進する県民総ぐるみの運動の一環として、愛媛県等と
共催で男女共同参画社会づくり推進県民大会を開催する。


